
府省庁名：厚生労働省 （単位：千円）
平成２８年度
当初予算額

対前年度
増 減 額

対前年度比

（Ａ） （Ｂ）
うち「新しい日本
のための優先
課題推進枠」

（Ｂ－Ａ） （Ｂ／Ａ）

Ⅰ　へき地保健医療対策

1 へき地保健医療対策費 6,826,984 7,528,926 473,165 701,942 110.3% - 山村などへき地診療所等からの代診医の派遣要請
等広域的なへき地医療支援事業の企画・調整を行う
へき地医療支援機構の運営、へき地医療拠点病院
の運営、へき地診療所の運営、へき地巡回診療の実
施等に要する経費に対して補助を行う。

2 医療施設等設備整備費 638,698 785,038 146,340 146,340 122.9% - へき地保健医療対策等に関連する設備整備に要す
る経費の補助を行う。

3 医療施設等施設整備費 339,956 596,282 256,326 256,326 175.4% - へき地保健医療対策等に関連する施設整備に要す
る経費を補助する。

4 都道府県における医師確保の
ための相談・支援機能の強化

- - - 地域医療に従事する医師のキャリア形成支援と一
体的に、地域の医師不足病院の医師確保の支援等
を行うため、都道府県が実施する施策に対する支援
（従来の「地域医療支援センター」の運営費に対する
支援を含む）を行う。

5 ドクターヘリ導入促進事業 6,108,661 6,484,485 6,484,485 375,824 106.2% 地域において必要な救急医療が適時適切に提供で
きる体制の構築を目指し、早期の治療開始、迅速な
搬送を可能とするドクターヘリの運航の支援を行う。

6 保健衛生施設等施設整備費 2,019,000 2,019,000 - 0 100.0% 2,156,941 地方自治体等が行う、保健衛生施設等の施設整備
に必要な経費の補助を行う。

Ⅱ　高齢者・児童等の福祉

1 保育所等整備交付金 53,421,369 56,403,240 10,832,209 2,981,871 105.6% 42,691,247 市町村整備計画等に基づく保育所等の整備に必要
な経費の一部を支援する。
   ※ 山村振興法第8条第1項の規定に基づく山村振興
      計画に基づく事業として行う場合は補助率 5.5／10

2 次世代育成支援対策施設整備交付金 5,662,000 5,959,097 1,188,388 297,097 105.2% 6,963,197 児童養護施設等の整備など、都道府県・市町村整
備計画に定められている地域の実情に応じた次世代
育成支援対策に資する施設整備の実施を支援する。
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3 社会福祉施設等施設整備費補助金 6,955,718 10,048,115 4,671,873 3,092,397 144.5% 11,800,279 障害者の地域移行を支援するためのグループホー
ム等の障害者関連施設及び障害児関連施設等の整
備に要する費用を補助する。

国土強靱化基本計画に基づき、災害に強い福祉機
能を強化し、地震や火災発生時に自力で避難するこ
とが困難な方が多く入所する障害児・者施設の安全・
安心を確保するため、耐震化及びスプリンクラー整備
を推進する。

4 地域医療介護総合確保基金 48,277,451 48,277,451 - 0 100.0% - 平成26年6月に成立した医療介護総合確保推進法
に基づき、各都道府県に設置した地域医療介護総合
確保基金を活用し、介護施設等の整備等の促進のた
め必要な事業を支援する。（事項要求）

Ⅲ　雇用対策

1 農林漁業就職総合支援事業 738,566 755,006 - 16,440 102.2% 農林漁業の人材確保のため、関係機関と連携して
の情報収集・提供、合同企業面接会の実施、農林漁
業が盛んな地域等での「農林漁業就職支援コー
ナー」による職業相談を実施する。

併せて、農業法人、林業事業体に対する雇用管理
改善相談及び就業希望者に対する講習の実施によ
り、職場定着の促進を図る。

Ⅳ　生活環境の整備

1 水道施設整備費補助 20,422,000 21,657,000 2,208,000 1,235,000 106.0% 24,000,000 　水道施設整備に要する費用の一部を補助する。

2 生活基盤施設耐震化等交付金 13,000,000 30,311,070 16,311,070 17,311,070 233.2% 16,000,000 水道施設及び保健衛生施設等の耐震化対策等を
推進するために交付金を交付する。

　注）表中の事業については、振興山村等条件不利地域を対象にしたもの、振興山村で採択基準の緩和等優遇措置があるもの、事業内容的に振興山村での
      実施が見込まれるもの等であり、各事業の予算額については振興山村分として明確な区分ができないため、全国分を一括計上している。


